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平成30年３月31日現在の宅地建物取引業者
と宅地建物取引士に係る統計について、宅建
システムのデータベースから抽出して、別表
１－１から別表２－９のとおり取りまとめま
したので公表します。
なお、本文中、平成29年度末の数の次の括

弧書は平成28年度末の数を示し、また、比率
（％）は四捨五入により小数点以下第一位ま
での表示としています。

1　宅建業者の概要

⑴　業者数

【業者数は 4年連続で増加】

業者数は123,782業者になり、平成28度末
の123,333業者から449業者（84業者）、0.4％
増加しています。この統計を開始した平成７
年度以降、業者数は減少傾向にあり、平成16
年度と平成17年度は一旦増加に転じたもの
の、平成18年度からは８年連続して減少しま
した。その後、平成26年度に９年ぶりの増加
に転じ、平成29年度末は４年連続の増加とな
っています。
なお、宅建業法改正（平成８年４月施行）

により免許の有効期間が３年から５年に延長
されたことに伴い、平成７年度までに免許を
受けた業者については、更新期を迎える業者
数が多い年が３年続き、以後２年間は更新期
を迎える業者数が少ないという状況を繰り返
しています。

このため、平成26年度及び平成27年度は更
新期を迎える業者数が少ない年度に当たり、
平成28年度から平成30年度までは更新期を迎
える業者数が多い年度に当たります。また、
更新期に期限切れにより免許が失効する業者
数は、更新対象業者数の規模に概ね比例して
います。
平成29年度は、平成28年度と同様に更新期

を迎える業者数が多い年度に当たり、期限切
れにより更新期を向かえる業者数は増加しま
したが、新規業者数も増加したことから全体
の業者数は増加となりました。
 〈別表１－１、グラフ１－１参照〉

※注： 現行の宅建システムでは、年度をまたいでの
遡及入力等を反映できるため、この冊子に掲
げる平成28年度末の数は、前年度に刊行した
統計資料に掲げる平成28年度末の数と一致し
ない場合があります。

【主な増減要因】

業者数の増減内訳は、新規免許（転入の免
許換えを除く。）が5,696業者（5,597業者）、
廃業等（転出の免許換えを除く。）が5,222業
者（5,527業者）となっています。
平成28年度末と比較すると、新規免許件数

（転入の免許換えを除く。）が99件増加し、廃
業等件数（転出の免許換えを除く。）は305件
減少しました。
廃業等の5,222業者（5,527業者）の内訳は、

廃業3,899業者（4,063業者）、期限切れ1,174
業者（1,294業者）、免許取消149業者（170業者）
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となっています。
 〈別表１－２、グラフ１－２参照〉

【大臣免許業者数、知事免許業者数ともに増

加】

免許権者別にみると、大臣免許業者は７年
連続で増加し、知事免許業者も４年連続の増
加となりました。知事免許業者の内訳は18都
道府県で増加（22都道府県で増加）しており、
増加した都道府県の数は平成28年度末に比べ
減少しました。
規模別では、１万業者以上は東京、大阪、
５千業者以上１万業者未満は埼玉、神奈川、
愛知、兵庫、福岡の５県、１千業者以上５千
業者未満は国及び23道府県、１千業者未満は
17県となっています。
なお、業者数が最も多いのは東京の24,009

業者（23,701業者）、最も少ないのは鳥取の
294業者（288業者）となっています。
 〈別表１－１参照〉

【組織別業者数は、法人1.0％増加、個人業者

3.8％減少】

法人・個人別に業者数をみると、法人は
107,518業者になり、平成28年度末の106,435
業者から1,083業者（806業者）、1.0％の増加
となっています。
一方、個人業者は16,264業者になり、平成
28年度末の16,898業者から634業者（722業
者）、3.8％の減少となっています。
法人業者は、国及び28都道府県で増加（国
及び32都道府県で増加）しており、増加率が
高いのは国の3.0％、沖縄の3.9％、宮崎の3.7
％、福岡の3.2％で、増加数が多いのは東京
の369業者となっています。
個人業者は、44都道府県で減少（39都道府
県で減少）しており、知事免許で減少率が高
いのは、香川の7.1％で、減少数が多いのは

大阪の75業者となっています。
 〈別表１－１、グラフ１－１参照〉

【構成比率（株式会社、個人）は、株式会社

の割合が増加】

全業者数に対する株式会社、個人業者、そ
の他別の構成比率は、株式会社85.9％（85.4
％）、個人業者13.1％（13.7％）、その他（株
式会社以外の法人）0.9％（0.9％）となって
います。
 〈別表１－１、１－６参照〉

【個人業者の高齢化が引き続き進む】

個人業者の平均年齢は65.3歳（65.1歳）で、
平成28年度末と比較して0.2歳上昇していま
す。構成比率は、60歳以上が全体の72.1％（72.3
％）、50歳以上にあっては全体の87.3％（87.3
％）を占めています。
国を除き、平均年齢が最も高いのは、東京

の68.4歳（東京68.4歳）、最も低いのは沖縄の
61.2歳（沖縄61.0歳）となっています。
 〈別表１－４、グラフ１－３・１－４参照〉

⑵　従事者数等

【従事者数が 6年連続で増加】

従事者数は561,430人で、平成28年度末の
551,521人から9,909人（8,805人）、1.8％の増
加となっています。
従事者数は、業者統計の開始以降、平成８

年度末は増加しましたが、平成９年度末から
は減少傾向にありました。その後、平成16年
度末から平成19年度末まで連続して増加し、
一転して平成20年度末から平成23年度末まで
は連続して減少しましたが、平成24年度末か
らは６年連続して増加しています。
従事者数の内訳をみると、大臣免許業者の

従事者は、平成20年度末に平成12年度末以来
８年ぶりに減少に転じましたが、平成23年度
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末に４年ぶり増加した後は増加が続き、平成
29年度末も6,847人の増加（6,612人増加）と
なりました。知事免許業者の従事者は、平成
19年度末に減少に転じ、以後６年連続して減
少しましたが、平成26年度末は８年ぶりに増
加し、平成29年度も3,062人の増加（2,193人
増加）となりました。
また、１業者当たりの平均従事者数は4.5
人（4.5人）で、その内訳は、組織別では法
人5.0人（4.9人）、個人1.7人（1.7人）、免許権
者別では大臣免許が67.8人（67.1人）、知事免
許が3.2人（3.2人）となっています。
 〈別表１－３、グラフ１－５参照〉

【従事者数 5人未満の業者数が104,254業者、

業者数の84.4％を占める】

従事者５人未満の業者数は104,254業者
（104,182業者）になり、平成28年度末から72
業者増加しました。従事者数５人未満の業者
割合は、84.3％（84.4％）となっています。
 〈別表１－５参照〉

【専任の宅地建物取引士数は増加】

専任の宅地建物取引士数は209,809人
（206,622人）になり、平成28年度末から3,187
人、1.5％増加しています。
なお、１業者当たりの平均専任宅地建物取

引士数は、1.7人（1.7人）となっています。
 〈別表１－３参照〉

⑶　資本金階層別業者数

資本金の階層別でみると、株式会社のみで
は、５百万円未満の業者が34.4％（34.1％）
５百万円以上１千万円未満の業者が14.2％
（13.8％）、１千万円以上２千万円未満の業者
が32.8％（33.6％）となっています。
一方、全業者でみると、５百万円未満の業

者が34.5％（34.2％）、５百万円以上１千万円

未満の業者が14.2％（13.7％）、１千万円以上
２千万円未満の業者が32.5％（33.3％）とな
っています。累積でみると１千万円未満の割
合が48.7％（47.9％）、２千万円未満では81.2
％（81.2％）に達しています。
 〈別表１－６参照〉

⑷　免許回次別業者数　

業者数を免許回次（免許を継続して受けた
回数）別にみると、全体では15回次まである
中で、４回次までの比較的更新回数の少ない
業者が59.2％（59.0％）で全体の約六割を占
めています。
 〈別表１－７、グラフ１－６参照〉
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別表１－１
宅地建物取引業者免許権者別・組織別業者数一覧表

平成30年 3月31日現在 
【単位：業者．％】
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別表１－２ 
宅地建物取引業者免許権者別・組織別増減数一覧表

平成30年 3月31日現在 
  【単位：業者】
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別表１－３ 
宅地建物取引業者免許権者別・組織別・免許業者・従事者・専任宅地建物取引士数一覧表

平成30年 3月31日現在
　【単位：業者．人】
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別表１－４ 
都道府県別・年齢階層別個人業者数構成比一覧表

平成30年 3月31日現在 
【単位：人．％．歳】 
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別表１－５ 
宅地建物取引業者免許権者別・従事者数階層別業者数一覧表

平成30年 3月31日現在 
【単位：業者．人．％】
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別表１－６ 
資本金階層別業者数一覧表

平成30年 3月31日現在 
【単位：業者．％】
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別表１－７ 
宅地建物取引業者免許権者別・回次別業者数一覧表

平成30年 3月31日現在 
【単位：業者．％】
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グラフ１－１　宅地建物取引業者数の推移
（単位：業者）
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グラフ１－２　廃業業者数（理由別）の推移

（単位：業者）
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グラフ１－３　個人業者年齢階層別構成比（単位：歳．％）

グラフ１－４　個人業者の平均年齢の推移（単位：歳）
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グラフ１－５　従事者数の推移（単位：人）

グラフ１－６
宅地建物取引業者回次別構成比（単位：％）
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2　宅地建物取引士の概要

⑴　概　況

【宅地建物取引士の登録者数が102万人、証

交付者が51万人】

①　宅地建物取引士資格登録者数は1,026,864
人（1,004,662人）になり、平成28年度末か
ら22,202人、2.2％増加しました。
 〈別表２－１・２－４・２－７参照〉

②　宅地建物取引士証の交付者数は511,666
人（500,642人）になり、平成28年度末か
ら11,024人、2.2％増加しました。
 〈別表２－２・２－５・２－８参照〉

③　宅地建物取引士の就業者（宅地建物取引
士証の交付を受け、かつ、宅建業に従事し
ている者）数は、312,722人（306,253人）
になり、平成28年度末から6,469人、2.1％
増加しています。

 〈別表２－３・２－６・２－９参照〉

宅地建物取引士資格登録者数は、この統計
を開始した平成５年度以降増加を続けていま
す。
宅地建物取引士証の交付者数は、平成17年

度末から５年連続増加した後、平成22年度末
に微減となりましたが、平成23年度末は再び
増加となり、平成25年度末は３年ぶりに減少
し、平成27年度末は増加に転じ、平成29年度
末も引き続き増加しました。
就業者数は、平成16年度末から14年連続の

増加となっています。
 〈グラフ２－１・２－２参照〉

⑵　宅地建物取引士（就業者）数の統計

①　男女別宅地建物取引士（就業者）数

【宅地建物取引士（就業者）数は、男性は1.6

％、女性は4.0％の増加】

男女別の宅地建物取引士（就業者）数は、
男性が240,069人になり、平成28年度末の
236,388人から3,681人（3,966人）、1.6％増加
しています。
一方、女性は72,653人になり、平成28年度

末の69,865人から2,788人（2,284人）、4.0％増
加しています。
 〈別表２－３・２－６、グラフ２－３参照〉

【女性比率（就業者）は23.2％で微増】

宅地建物取引士に占める女性の比率は、資
格登録者数、証交付者数及び就業者数は、い
ずれも増加しています。平成29年度末の宅地
建物取引士（就業者）数でみると23.2％（22.8
％）で、平成５年度末からの24年間で5.8ポ
イント高くなっています。
このうち、女性比率が高いのは、青森の

27.2％、山口の27.1％となっています。
 〈 別表２－３・２－６、グラフ２－３・ 
２－４参照〉

②　年齢階層別の宅地建物取引士（就業者）数

【年齢階層別の構成比は、引き続き40歳台が

4分の 1強を占める】

宅地建物取引士（就業者）数を年齢階層別
でみると、40 ～ 49歳が最も多く、構成比は
27.2％（27.5％）となっています。
すべての年齢階層の構成比の変化をみる

と、30歳～ 39歳以下と60歳～ 69歳以下では
減少幅が大きく、50歳～ 59歳以下と70歳以
上では増加幅が大きくなっています。　
 〈別表２－３・２－９参照〉
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③　宅地建物取引士（就業者）の平均年齢

【平均年齢は49.8歳】

宅地建物取引士（就業者）の平均年齢は
49.8歳（49.6歳）で、平成28年度末より0.2歳
上昇しました。平均年齢は、平成６年度末以
降毎年上昇してきましたが、平成17年度末に
その上昇が止まったものの、平成18年度末に
おいては、再び上昇に転じました。
その後、平成19年度末以降は３年連続して
下降しましたが、平成22年度末から再び上昇
していました。
なお、男女別の平均年齢は、男性50.4歳（50.2
歳）、女性47.6歳（47.6歳）となっています。
 〈別表２－３・２－６参照〉

④　都道府県別宅地建物取引士（就業者）数

都道府県別の宅地建物取引士（就業者）数
は、43都道府県で増加しています。
増加率が最も高いのは沖縄の3.9％で、増
加数の多いのは東京2,048人、埼玉615人、神
奈川574人となっています。
一方、青森、和歌山、高知の３県では就業
者数が減少しており、減少数、減少率とも高
いのは和歌山で、20人、1.5％の減少となっ
ています。 〈別表２－６・２－９参照〉
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別表２－１ 
年齢階層別・男女別宅地建物取引士資格登録者数一覧表

別表２－２ 
年齢階層別・男女別宅地建物取引士証交付者数一覧表

別表２－３ 
年齢階層別・男女別宅地建物取引士就業者数一覧表

平成30年 3月31日現在 
【単位：人．％】 

平成30年 3月31日現在 
【単位：人．％】

平成30年 3月31日現在
【単位：人．％】
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別表２－４ 
都道府県別・男女別宅地建物取引士資格登録者数一覧表

平成30年 3月31日現在
【単位：人．％】



RETIO.  2018.  7  NO.110

32

別表２－５ 
都道府県別・男女別宅地建物取引士証交付者数一覧表

平成30年 3月31日現在
【単位：人．％．歳】
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平成30年 3月31日現在 
【単位：人．％．歳】

別表２－６ 
都道府県別・男女別宅地建物取引士就業者数一覧表
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別表２－７ 
都道府県別・年齢階層別宅地建物取引士資格登録者数一覧表

平成30年 3月31日現在 
【単位：人．％】
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平成30年 3月31日現在
【単位：人．％】

別表２－８ 
都道府県別・年齢階層別宅地建物取引士証交付者数一覧表
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別表２－９ 
都道府県別・年齢階層別宅地建物取引士就業者数一覧表

平成30年 3月31日現在
【単位：人．％】
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グラフ２－１　宅地建物取引士年度別人数の推移
（単位 ： 人）
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グラフ２－２　宅地建物取引士年齢階層別人数
（単位： 人．歳）
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グラフ２－３　宅地建物取引士男女・年齢階層別就業者数
（単位 ： 人．歳）
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グラフ２－４　宅地建物取引士年度別女性比率の推移
（単位 : ％）


